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令和３年度勝山市水道事業会計決算審査意見

１ 審査の概要

（１） 審査の対象 令和３年度勝山市水道事業会計

（２） 審査の期間 令和４年７月７日から令和４年８月１０日まで

（３） 審査の方法

決算審査に付された決算書類及び決算附属書類について、関係法令に基づいて作成され当事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているか

どうかを検証するため、会計諸帳簿、関係証拠書類との照合をするとともに、関係職員からの説明を聴取するなど、通常実施すべき審査手続きを

実施した。また、当事業の経営内容を把握するため、計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共性の確保を主眼として事業の経営分析を行った。

２ 審査の結果

審査に付された決算書類及び決算附属書類は、会計諸帳簿及び証拠書類等と照合した結果、関係法令の定めるところに準拠して作成されてお

り、当事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認められた。審査結果の状況及び意見は次のとおりである。

３ 事業の概要

（１）業務実績

当年度の業務実績を過去2年間と比較すると、次頁の第１表のとおりとなる。

給水人口は21,113人で前年度に比べ305人(1.4％)減少し、給水戸数は7,499戸で79戸(1.0％)減少している。給水区域内人口21,961人に対する普

及率は96.14％で前年度と比べて0.3ポイントの微増となっている。

総配水量は、2,704,023㎥で前年度に比べ32,175㎥（1.2％）減少しており、総配水量のうち料金算定の基礎となる有収水量は2,216,978㎥で前年

度に比べ33,849㎥（1.5％）減少、有収率も81.99％となり、前年度より0.27ポイント減少している。

年間の総配水量と有収水量及び給水人口の推移は次頁の第２表のとおりで、人口減少等の影響により、総配水量、有収水量及び給水人口のいずれも

減少傾向である。

用途別使用水量の推移については第３表のとおりであるが、前年度は新型コロナウイルスの感染拡大防止により、すごもり需要で家事用使用水量は

増加したが、当年度は人々の活動がもとの状態に近くなったため、家事用使用水量は減少したものの、営業用、官公署・学校用の使用水量はいずれも

増加傾向に転じている。
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第1表 業 務 実 績 表

区 分

令和３年度 令和２年度 令和元年度

実績
対前年

比
実績

対前年

比
実績

対前年

比

給水計画人口（人） 23,400 100.0 23,400 100.0 23,400 100.0

給水区域内人口(人） 21,961 98.2 22,355 98.3 22,741 98.4

現在給水人口(人） 21,113 98.6 21,418 98.3 21,781 98.2

普 及 率（％） 96.14 100.3 95.81 100.0 95.78 99.8

給 水 戸 数 (戸） 7,499 99.0 7,578 101.1 7,494 98.6

総 配 水 量（㎥） 2,704,023 98.8 2,736,198 97.4 2,808,331 97.5

有 収 水 量（㎥） 2,216,978 98.5 2,250,827 97.9 2,299,727 98.2

有 収 率（％） 81.99 99.7 82.26 100.5 81.89 100.7

導送配水管延長

（ｍ）
346,929 100.0 346,781 100.0 346,726 100.0

第2表 総配水量・有収水量・給水人口の推移

第3表 用途別使用水量推移

水量 千㎥
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（２）施設利用状況

施設利用状況をみると、1日配水能力は前年度と同じ17,000

㎥で、1日平均配水量は7,408㎥と前年度に比べ88㎥減少し、1

日最大配水量は13,254㎥と381㎥増加している。施設の利用状

況の推移は、第4表 のとおりである。

施設の利用状況の良否を判断する施設利用率は、43.6％で

前年度に比べ0.5ポイント減少しており、全国類似都市平均の

56.4％より低い。この率は、施設が効率的に運営されている

かを判断するもので、数値が高いほど良好であるとされてい

る。

最大稼働率は、78.0％で前年度より2.3ポイント増加してお

り、全国類似都市平均73.0％を大きく上回っている。この率は、

施設の稼働状況をみるもので、数値の高い方が施設の有効利用

がされている。

負荷率については、55.9％で前年度に比べ2.3ポイント減少

しており、全国類似都市平均77.2％より大きく下回っている。

この率は、数値が高いほど施設の利用状況が良好であるとされ

ている。

（３）事業状況

当年度の実施事業のうち、拡張事業にかかる事業費は4,793千円で、勝山市上水道第8次拡張事業変更事業計画のもと、市道7-81号線配水補助管布設

工事(682千円)、道の駅隣接地歩行者専用道路ほか配水管布設工事(1,788千円)等を行っている。

また、改良事業にかかる事業費(事務費を除く)は79,121千円で、主なものとして、立川水源地における3号取水ポンプ更新工事(2,332千円)、立川第

2水源地において5号井の実施設計委託(1,540千円)及び実施設計業務委託その2(2,090千円)、5号井のさく井工事(26,576千円)、5号取水ポンプ取替工

事(1,694千円)、5号井水位計更新工事(1,257千円)を行った。また、法恩寺浄水場測量業務委託(1,925千円)、水道設備台帳システム構築業務委託(11,880

千円)、平泉寺送水流量計更新工事(5,500千円)、笹尾～赤尾遠方監視設備更新工事(6,160千円)、鹿谷配水池残留塩素計更新工事(5,266千円)、牛ヶ谷

配水池水位計更新工事(3,267千円)、境配水池水位計更新工事(3,003千円)、地上式消火栓設置工事その1～3(2,475千円)等を行っている。

区分 算出基礎
単

位
令和3年度 令和２年度 令和元年度

全国平均 全国類似

(２年度) 都市平均

1 日最大

配水量
㎥

13,254 12,873 13,063

1 日平均

配水量
㎥

7,408 7,496 7,673

1 日配水

能力
㎥

17,000 17,000 17,000

施設

利用率

1 日平均配水量
％

43.6 44.1 45.1 59.2 56.41 日配水能力

最大

稼働率

1 日最大配水量
％

78.0 75.7 76.8 73.9 73.01 日配水能力

負荷率
1 日平均配水量

％
55.9 58.2 58.7 80.1 77.21 日最大配水量

※全国平均・類似都市平均値は、総務省公表令和２年度水道事業経営指標値

(累計区分 d6)による。

第4表 施設利用状況
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４ 予算執行状況

予算の執行状況は、以下のとおりである。

（１）収益的収入及び支出

収益的収入は、予算額511,834千円に対し決算額509,230千円で、予算額に比べ2,604千円の減となり、収入率は99.5％となっている。

収益的支出は、予算額496,328千円に対し決算額488,035千円で執行率98.3％、8,293千円の不用額を生じている。

第 5 表 収益的収入

区 分 予算額 Ａ 決算額 Ｂ 予算額に対する決算額の増減 構成比 収入率 Ｂ/Ａ

円 円 円 ％ ％

1. 事業収益 511,834,000 509,230,136 △ 2,603,864 100.0 99.5

(1) 営業収益 355,054,000 352,248,998 △ 2,805,002 69.2 99.2

(2) 営業外収益 156,780,000 156,981,138 201,138 30.8 100.1

（3） 特別利益 0 0 0 0.0 0.0

※決算額は仮受消費税を含んだ数値

第 6 表 収益的支出

区 分 予算額 Ａ 決算額 Ｂ 不用額 構成比 執行率 Ｂ/Ａ

円 円 円 ％ ％

２． 事業費用 496,328,000 488,035,201 8,292,799 100.0 98.3

(1) 営業費用 443,760,549 437,164,538 6,596,011 89.6 98.5

(2) 営業外費用 51,067,451 50,475,882 591,569 10.3 98.8

(3) 予備費 1,000,000 0 1,000,000 0.0 0.0

(4) 特別損失 500,000 394,781 105,219 0.1 79.0

※決算額は仮払消費税を含んだ数値
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（２）資本的収入及び支出

資本的収入は予算額94,807千円に対し決算額は86,133千円で、収入率は90.9％となっている。これは、企業債借入額の減額によるものである。

資本的支出は、予算額288,592千円に対し決算額は278,428千円で執行率は96.5％となっている。これは4,496千円を翌年度に繰越ししたため不用額

は5,669千円で、主として建設改良費の工事請負費等の執行残額によるものである。

資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額192,295千円は、過年度分損益勘定留保資金17,308千円と当年度分損益勘定留保資金144,987千円、

そして減債積立金取崩額30,000千円によって補填されている。

第 7 表 資本的収入

区 分 予算額 Ａ 決算額 Ｂ
予算額に対する

決算額の増減
構成比

収入率

Ｂ／Ａ

円 円 円 ％ ％

1． 資本的収入 94,807,000 86,132,500 △ 8,674,500 100.0 90.9

(1) 負担金 8,607,000 9,432,500 825,500 11.0 109.6

(2) 繰入金 2,500,000 2,500,000 0 2.9 100.6

(3) 企業債 83,700,000 74,200,000 △ 9,500,000 86.1 88.6

※決算額は仮受消費税を含んだ数値

第 8 表 資本的支出

区 分 予算額 Ａ 決算額 Ｂ 翌年度繰越額 不用額 構成比
執行率

Ｂ／Ａ

円 円 円 円 ％ ％

1． 資本的支出 288,592,000 278,427,776 4,495,500 5,668,724 100.0 96.5

(1) 建設改良費 113,124,000 102,959,880 4,495,500 5,668,620 37.0 91.0

(2) 企業債償還金 175,468,000 175,467,896 0 104 63.0 100.0

※決算額は仮払消費税を含んだ数値
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（３）その他の予算事項

地方公営企業法施行令第17条に規定する予算に係る事項の執行状況は、次のとおりである。

ア 一時借入金

一時借入金の限度額は 150,000千円であるが、当年度は執行がない。

イ 予定支出の各項の経費の金額の流用

各項に計上した経費に係る予算額に過不足が生じた場合における同一款内での経費の各項間の流用は、特定収入にかかる消費税のための雑支出

の予算不足により、営業費用から営業外費用へ3,451円流用されている。

ウ 議会の議決を経なければ流用することのできない経費

議会の議決を経なければ流用することのできない経費は職員給与費であるが、流用はなく予算の範囲内で執行されている。

エ たな卸資産購入限度額

当年度のたな卸資産購入額は、2,273千円で予算に定められた購入限度額8,000千円の範囲内で執行されている。

５ 経営成績

（１）収益的収支（税抜）の概要

当年度の収益的収支は総収益477,305千円、総費用461,610千円となり、当年度は純利益15,694千円を計上している。

総収益は、前年度に比べ12,435千円（2.5％）減少しており、そのうち営業収益は､320,357千円で、前年度に比べ2,738千円（0.9％）減少している。

その内訳は、給水収益が309,320千円で、2,174千円（0.7％）減少、その他営業収益が11,037千円で、565千円（4.9％）減少した。

一方､営業外収益は156,948千円で、前年度に比べ9,697千円（5.8％）減少している。その内訳は、長期前受金戻入が113,539千円で、10,621千円

（8.6％）の減少、資本費繰入収益は34,066千円で、2,369千円（7.5％）の増加、他会計負担金は8,401千円で、715千円（7.8％）の減少となってい

る。

総費用は、前年度に比べると15,758千円（3.3％）減少している。その内、営業費用は425,809千円で、前年度に比べ11,977千円（2.7％）減少して

いる。その内訳の主なものは、原水及び浄水費が65,716千円で、8,923千円（15.7％）の増加、配水及び給水費は51,492千円で、1,841千円（3.5％）

の減少、総係費は31,705千円で8,036千円（20.2％）の減少、減価償却費が276,064千円で10,836千円（3.8％）減少となっている。

一方、営業外費用は35,442千円で、前年度に比べ4,051千円（10.3％）減少している。主なものは、支払利息が32,963千円で3,528千円（9.7％）の

減少、雑支出が2,480千円で、522千円（17.4％）減少している。
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（２）原価計算（別表2 17頁参照）
有収水量 1㎥当たりの供給単価及び給水原価の推移をみると、17頁別表2の給水原価・供給単価比較表のとおりで、当年度においては、供給単価は

139.52円/㎥で前年度に比べ1.13円増加し、給水原価は156.84円/㎥で前年度に比べ0.04円減少している。

次に、収益的費用461,610千円について、性

質別に構成割合を円グラフに表すと第９表の

ようになる。

その内訳の主なものをあげると、全体の約

60％を占めるのが減価償却費で276,064千円、

前年度比10,836千円（3.8％）の減少となる。

次に委託料が42,804千円で前年度比1,027千

円（2.3％）の減少、動力費が33,537千円で

3,919千円（13.2％）の増加、支払利息が32,963

千円で3,528千円（9.7％）の減少、人件費は

29,963千円で4,054千円（11.9％）の減少、修

繕費が18,869千円で4,466千円（31.0％）の増

加、資産減耗費が831千円で187千円（18.4％）

減少となる。

第9表 収益的費用構成割合(性質的分析)
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６ 財政状態

（１）資産

資産総額は、6,036,643千円で前年度に比べて174,728千円（2.8％）減少している。これは主に固定資産が182,246千円（3.4％）減少、流動資産の

未収金が6,166千円（9.0％）減少したことによる。

なお、水道料金の過年度滞納額については、前年度の2,004千円から180千円増加し、2,184千円となっている。今後とも滞納額の縮減に向けて更な

る対策を講じられたい。

第10表 資産 (単位：千円 ％）

区 分
令和３年度 令和２年度 令和元年度

金 額 前年度増減額 対前年比 金 額 金 額

１． 固定資産 5,145,716 △ 182,246 96.6 5,327,963 5,508,968

（1） 有形固定資産 4,552,315 △ 167,273 96.5 4,719,589 4,885,620

（2） 無形固定資産 593,401 △ 14,973 97.5 608,374 623,347

２． 流動資産 890,926 7,518 100.9 883,408 876,902

（1） 現金預金 826,431 13,829 101.7 812,602 812,463

（2） 未収金 62,639 △6,166 91.0 68,805 62,301

（3） 貯蔵品 1,106 △145 88.4 1,251 1,488

（4） 前払金 0 0 0 0 0

（5） その他流動資産 750 0 100.0 750 650

３． 繰延勘定 0 0 - 0 0

（1） 開発費 0 0 - 0 0

資 産 合 計 6,036,643 △ 174,728 97.2 6,211,371 6,385,870
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（２）負債

負債総額は、4,652,716千円で前年度に比べて190,423千円(3.9％)減少している。

※収益化累計額 長期前受金として繰延収益に計上した補助金等の減価償却見合い分。

第11表 負債 (単位：千円）

区 分
令和３年度 令和２年度 令和元年度

金 額 前年度増減額 対前年比 金 額 金 額

１．

（1）

２．

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

３．

（1）

（2）

固定負債

企業債

流動負債

企業債

未払金

引当金

前受金

その他流動負債

繰延収益

長期前受金

収益化累計額

1,911,033

1,911,033

242,099

181,157

56,735

3,457

0

750

2,499,584

4,854,529

△ 2,354,945

△ 106,957

△ 106,957

18,998

5,688

13,596

△ 286

0

0

△ 102,464

△ 1,243

△ 101,221

94.7

94.7

108.5

103.2

131.5

92.3

-

100.0

96.1

100.0

104.5

2,017,990

2,017,990

223,101

175,468

43,139

3,744

0

750

2,602,048

4,855,772

△ 2,253,724

2,111,758

2,111,758

208,033

173,091

30,182

4,062

0

698

2,710,218

4,850,262

△ 2,140,043

負 債 合 計 4,652,716 △ 190,423 96.1 4,843,139 5,030,009
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（３）資本

資本総額は、1,383,926千円で前年度に比べて15,694千円（1.1％）増加している。これは、減債積立金取崩により自己資本金が増加したためで

ある。

（４）企業債

令和3年度は新たに74,200千円の企業債を借入れた。償還元金は175,468千円で前年度に比べ2,377千円増加し、年度末未償還額は2,092,190千円で

前年度に比べ101,268千円減少している。支払利息は32,963千円で前年度に比べ3,528千円減少している。当年度の企業債平均償還利息をみると

1.503％で前年度に比べて0.094ポイント改善している。企業債に関する分析として、償還元金に対する比率として対当年度減価償却額比率は、108.0％

で前年度に比べ1.6ポイント増加し、対料金収入比率は56.7％で前年度に比べ1.1ポイント増加している。これらの比率は低いことが望ましいとされ

ている。

また、企業債利息に対する料金収入比率は、10.7％で前年度に比べ1.0ポイント減少となっているが、全国類似都市平均値7.5％より高い数値とな

っている。 (21頁別表５の経営分析表参照）

企業債に関する過去５年間の企業債借入額、償還元金、支払利息、未償還額及び平均償還利息の推移は、次のとおりである。

第12表 資本 (単位：千円）

区 分
令和３年度 令和２年度 令和元年度

金 額 前年度増減額 対前年比 金 額 金 額

１．

（1)

資本金

自己資本金

505,607

505,607

30,000

30,000

106.3

106.3

475,607

475,607

475,607

475,607

（2)

２．

（1）

（2）

借入資本金

剰余金

資本剰余金

利益剰余金

-

878,320

-

-

△ 14,306

-

-

98.4

-

-

892,625

-

-

880,254

-

878,320 △ 14,306 98.4 892,625 880,254

資 本 合 計 1,383,926 15,694 101.1 1,368,232 1,355,860
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第13表 企業債の推移
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（５）経営分析

当年度は営業収益320,357千円に対し営業費用が425,809千円（うち、減価償却費276,064千円）となり費用が収益を上回り105,452千円の赤字とな

っている。ただし、営業外収益、営業外費用等を含めた収益的収支全体を見れば純利益15,694千円を計上している。

水道事業の財政状態の健全性を確かめるため、20頁からの別表5の経営分析表により財務比率を求めた。その主なものを検証すると次のとおりで

ある。

＊総収支比率・経常収支比率は収益性を見る際のもっとも代表的な指標であり、総費用及び経常費用が総収益、経常収益によってどの程度賄われてい

るかを示すもので、100％を超えて高いほど利益率が高いことを表し100％未満であることは損失が生じていることを示す。今回についても総収支比

率は103.4％、経常収支比率は103.5％となり、ともに全国平均値等と比較して下回っているが、どちらも100％を上回っており収支は健全な状態であ

るといえる。

＊流動比率は、財務の１年以内に現金化できる資産と支払わなければならない負債とを比較するもので短期流動性を示す流動比率（流動資産／流動負

債×100）は、元年度421.5％、２年度396.0％、３年度は368.0％となり、全国類似都市平均値355.4％と比較して上回っている。これは、短期債務に

対する支払能力の程度を表わす比率であって、200％以上であることが望ましいとされている。

＊自己資本構成比率は、財務の長期健全性を示す比率［（資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益）／（負債合計＋資本合計）×100］は、元年度63.7％、

２年度63.9％、３年度64.3％となっているが、全国類似都市平均値68.0%と比較して下回っている。これは、自己資本と総資本との割合を表わすも

ので、比率の高い方が望ましいとされている。

＊固定資産対長期資本比率は、資金が長期的に拘束される固定資産がどの程度、返済期限のない自己資本や長期に活用可能な長期資本によって調達さ

れているかを示す比率［固定資産／（資本金＋剰余金＋固定負債＋評価差額等＋繰延収益）×100］は、元年度89.2％、２年度89.0％、３年度88.8％

となっており、全国類似都市平均値89.4％と比較して下回っている。この比率は、常に100％以下で低い方が望ましいとされている。
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７ キャッシュ・フロー

第14表 キャッシュ・フロー （単位：円）
区 分 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 前年度増減

業務活動によるキャッシュフロー

当期純利益（△当期純損失） 32,111,223 12,371,558 15,694,345 3,322,787

繰延減価償却 0 0 0 0

減価償却費 286,762,091 286,900,400 276,064,257 △ 10,836,143

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 211,495 △ 2,484 △ 18,942 △ 16,458

賞与引当金・法定福利費引当金の増減額（△は減少） 237,254 △ 317,738 △ 286,907 30,831

長期前受金戻入額 △ 129,428,802 △ 124,160,689 △ 113,539,294 10,621,395

受取利息及び受取配当金 △ 733,714 225,946 376,514 150,568

支払利息 40,127,214 36,490,960 32,962,531 △ 3,528,429

資産減耗費 1,172,478 1,018,249 831,088 △ 187,161

資本費繰入収益 △ 34,133,221 △ 31,697,001 △ 34,066,364 △ 2,369,363

未収金の減少額（△は増加） △ 199,255 △ 1,827,644 3,433,148 5,260,792

未払金の減少額（△は減少） △ 16,680,393 4,818,098 13,943,815 9,125,717

たな卸資産の増加額 △ 250,820 237,180 145,320 △ 91,860

預り金の増減額 0 △ 47,617 0 47,617

前受金の増減額 0 0 0 0

前払金の増減額（△は増加） 0 0 0 0

小計 178,772,560 184,009,218 195,539,511 11,530,293

利息及び配当金の受取額 733,714 △ 225,946 △ 376,514 △ 150,568

利息の支払額 △ 40,127,214 △ 36,490,960 △ 32,962,531 3,528,429

業務活動によるキャッシュフロー 139,379,060 147,292,312 162,200,466 14,908,154
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営業活動によるキャッシュ・フローは162,200千円、投資活動によるキャッシュ・フローは△47,103千円、財務活動によるキャッシュ・フローは△

101,268千円、資金期末残高は826,431千円となっており、13,829千円増額となっている。

投資活動によるキャッシュフロー 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 前年度増減

有形固定資産の取得による支出 △ 136,932,383 △ 106,914,077 △ 94,648,959 12,265,118

国庫補助金による収入 0 0 0 0

工事負担金による収入 4,350,000 11,040,413 8,575,000 △ 2,465,413

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 5,850,000 4,950,000 2,500,000 △ 2,450,000

前受金の増減額（△は減少） 0 0 0 0

未収金の減少額（△は増加） △ 136,600 △ 4,673,911 2,751,551 7,425,462

未払金の増加額（△は減少） △ 6,612,820 8,138,480 △ 347,370 △ 8,485,850

資本費繰入収益 34,133,221 31,697,001 34,066,364 2,369,363

投資活動によるキャッシュフロー △ 99,348,582 △ 55,762,094 △ 47,103,414 8,658,680

財務活動によるキャッシュフロー 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 前年度増減

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 114,300,000 81,700,000 74,200,000 △ 7,500,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 174,772,413 △ 173,091,356 △ 175,467,896 △ 2,376,540

資本費繰入収益 0 0 0 0

財務活動によるキャッシュフロー △ 60,472,413 △ 91,391,356 △ 101,267,896 △ 9,876,540

資金による換算差額 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 前年度増減

資金増加額（又は減少額） △ 20,441,935 138,862 13,829,156 13,690,294

資金期首残高 832,905,305 812,463,370 812,602,232 138,862

資金期末残高 812,463,370 812,602,232 826,431,388 13,829,156
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８ むすび

令和3年度水道事業会計決算について、業務実績、施設利用状況、予算執行状況、経営成績、財政状態等について分析し、また、経営状況を示す各種

指標を全国平均、類似団体平均等と比較した結果、概ね適正に運用されていると認められた。

以下、決算審査の意見等を記し、むすびとしたい。

当年度の経営状況は総収益(税抜)477,304,662円に対して、総費用は461,610,317円で、差引き15,694,345円の純利益となり、対前年比3,321,787

円（26.9％）の増加となった（18頁の別表3、比較損益計算書参照）。

当年度の経営成績を前年度と対比すると、営業収益は 320,357 千円で前年度に比べ 2,738 千円（0.8％）減少した。内訳として、料金収入は 309,320

千円で 2,174 千円（0.7％）の減少、その他の営業収益は 11,037 千円で 565 千円（4.9％）の減少となった。料金収入の減少については、全体的には

人口減少によるものと、営業用や工業用、学校用の水道使用水量が、新型コロナウイルス感染症拡大前の状況に戻っていないことに起因しているよう

である。

営業外収益については、156,948 千円で前年度に比べ 9,697 千円（5.8％）減少、長期前受金戻入は 113,539 千円で 10,621 千円（8.6％）の減少、

資本費繰入収益は 34,066 千円で 2,369 千円（7.5％）の増加、他会計負担金は 8,401 千円で 715 千円（7.8％）の減少などが主な増減の内訳である。

一方、総費用は 461,610 千円で、前年度に比べ原水及び浄水費等が増加したものの、配水及び給水費、総係費、減価償却費、支払利息及び企業債取

扱諸費が減少となったため、前年度に比べ 15,758 千円（3.3％）の減少となった。

令和 3 年度決算における経営成績について、経営の健全化を示す経常収支比率(経常収益/経常費用)は、有収水量の減少に伴う給水収益が減少した

ものの、人事異動に伴う人件費の減少や、上下水道料金システムの賃貸借期間満了に伴う賃借料の減少等により費用が減少したことから、前年度比 0.87

ポイント増の 103.48％となり、健全経営の水準とされる 100％を上回っている。

また、料金水準の妥当性を示す料金回収率(供給単価/給水原価)は、前年度比 0.75 ポイント増の 88.96％となり、給水に係る費用が給水収益で賄え

ていないことから 100％下回っている。

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率(有形固定資産減価償却累計額/有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価)

は前年度比 1.87 ポイント増の 58.78％、法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率(法定耐用年数を経過した管路延長/管路延長)は

前年度比 1.02 ポイント増の 1.43％となり、施設の老朽化が進んでいる。それに対して、当該年度に更新した管路延長の割合を示す管路更新率(当該年

度に更新した管路延長/管路延長)は前年度比 0.03 ポイント増の 0.05％に留まっている。

昭和34年の水道事業創設以来、60年以上が経過しており、管路や設備については老朽化が進み、更新の必要性に迫られている。特に昭和56年度か

ら平成2年の間に布設された管路は、全体の46.57％を占めており、今後10年間の法定耐用年数を経過した管路延長の割合が急激に増加していくこと

になり水道事業の経営環境はより厳しさを増すことが想定される。将来の更新需要に備え、引き続き計画的な施設の更新を望む。

今後、さらなる人口減少に伴い、厳しい経営状況となることを踏まえ、経営の合理化・効率化による経費の削減、料金改定等も検討する中で水道事

業が健全な経営基盤のもと市民生活に安心・快適・安定した良質な水を継続して供給できるよう切望するものである。
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別表1 業務実績表

※ 人件費(直接費)は児童手当を含まない。

※ 給水原価は{経常費用-（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋付帯工事費）- 長期前受金戻入}/総有収水量として計算。

区 分 単 位

令和３年度 令和２年度 令和元年度

実 績
対前年比

R3/R2
実 績

対前年比

R2/R1
実 績

対前年比

R1/30

給水計画人口 人 23,400 100.0 23,400 100.0 23,400 100.0

給水区域内人口 人 21,961 98.2 22,355 98.3 22,741 98.4

現在給水人口 人 21,113 98.6 21,418 98.3 21,781 98.2

普及率 ％ 96.14 100.3 95.81 100.0 95.78 99.8

給水戸数 戸 7,499 99.0 7,578 101.1 7,494 98.6

総配水量 ㎥ 2,704,023 98.8 2,736,198 97.4 2,808,331 97.5

有収水量 ㎥ 2,216,978 98.5 2,250,827 97.9 2,299,727 98.2

有収率 ％ 81.99 99.7 82.26 100.5 81.89 100.7

導送配水管延長 ｍ 346,929 100.0 346,781 100.0 346,726 100.0

職員数 人 6 100.0 6 85.7 7 100.0

供給単価 円 139.52 100.8 138.39 98.5 140.53 100.3

給水原価 円 156.84 100.0 156.88 103.9 151.02 101.5

収

益

給水収入 円 309,320,002 99.3 311,493,679 96.4 323,173,937 98.5

その他の収入 円 167,984,660 94.2 178,246,313 96.0 185,745,691 101.8

計 円 477,304,662 97.5 489,739,992 96.2 508,919,628 99.7

費

用

人件費 円 29,963,007 88.1 34,016,914 129.0 26,374,726 85.9

(1) 直接費 円 22,607,717 87.7 25,772,532 134.2 19,201,971 79.6

(2) 間接費 円 7,355,290 89.2 8,244,382 114.9 7,172,755 109.0

物件費 他 円 431,647,310 97.4 443,351,520 98.4 450,433,679 100.6

計 円 461,610,317 96.7 477,368,434 100.1 476,808,405 99.7

収支差引計 円 15,694,345 126.9 12,371,558 38.5 32,111,223 99.9

１戸当たり給水量 ㎥ 295.6 297.0 306.9

１人当たり給水量 ㎥ 105.0 105.1 105.6
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別表2 給水原価・供給単価比較表

区 分
令和３年度 令和２年度 令和元年度

金 額 構成比 対前年増減率 金 額 構成比 対前年増減率 金 額 構成比
対前年増減

率

 給水収益（Ａ） 309,320,002 － △ 0.7 311,493,679 － △ 3.6 323,173,937 － △ 1.5

 給水に係る費用（Ｂ） 347,712,129 100.0 △ 1.5 353,118,667 100.0 1.7 347,303,692 100.0 △ 0.3

人件費 29,963,007 8.6 △ 11.9 34,016,914 9.6 29.0 26,374,726 7.6 △ 14.1

委託料 42,803,815 12.3 △ 2.3 43,831,177 12.4 △ 0.4 44,019,603 12.7 17.0

修繕費 18,869,411 5.4 31.0 14,402,991 4.1 △ 23.6 18,852,086 5.4 △ 14.9

動力費 33,536,673 9.6 13.2 29,617,286 8.4 △ 5.2 31,235,462 9.0 △ 7.2

薬品費 730,510 0.2 36.6 534,788 0.2 △ 21.3 679,584 0.2 8.8

負担金 4,122,271 1.2 △ 16.2 4,920,360 1.4 95.5 2,516,886 0.7 74.8

減価償却費 276,064,257 79.4 △ 3.8 286,900,400 81.3 0.0 286,762,091 82.6 2.7

資産減耗費 831,088 0.2 △ 18.4 1,018,249 0.3 △ 13.2 1,172,478 0.3 18.8

支払利息 32,962,531 9.5 △ 9.7 36,490,960 10.3 △ 9.1 40,127,214 11.6 △ 8.3

その他（特別損失を含まない） 21,367,860 6.2 △ 16.4 25,546,231 7.2 2.2 24,992,364 7.2 △ 8.7

受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋付帯工事費 0 0.0 － 0 0.0 － 0 0.0 －

長期前受金戻入 △ 113,539,294 △ 32.7 △ 8.6 △ 124,160,689 △ 35.2 △ 4.1 △129,428,802 △37.3 0.2

 差 引 (Ａ)－(Ｂ) △ 38,392,127 － △ 7.8 △ 41,624,988 － 72.5 △ 24,129,755 － 18.9

 供給単価(円／㎥)(Ｃ) 139.52 0.8 138.39 △ 1.5 140.53 0.3

 給水原価(円／㎥)(Ｄ) 156.84 0.0 156.88 3.9 151.02 1.5

人件費 13.52 △ 10.5 15.11 31.8 11.46 △ 12.7

委託料 19.31 △ 0.8 19.47 1.8 19.13 19.0

修繕費 8.52 33.1 6.40 △ 22.0 8.20 △ 13.3

動力費 15.12 14.9 13.16 △ 3.1 13.58 △ 5.5

薬品費 0.33 37.5 0.24 △ 20.0 0.30 11.1

負担金 1.87 △ 14.2 2.18 96.4 1.11 79.0

減価償却費 124.52 △ 2.3 127.47 2.2 124.70 4.6

資産減耗費 0.38 △ 15.6 0.45 △ 11.8 0.51 21.4

支払利息 14.87 △ 8.3 16.21 △ 7.1 17.44 △ 6.7

その他（特別損失を含まない） 9.65 △ 14.9 11.34 4.3 10.87 △ 7.1

受託工事費＋材料及び不用品売却原＋付帯工事費 0.00 － 0.00 － 0.00 －

長期前受金戻入 △ 51.21 △ 7.2 △ 55.16 △ 2.0 △ 56.28 2.0

 差 引 (Ｃ)－(Ｄ) △ 17.32 △ 6.4 △ 18.49 76.3 △ 10.49 21.0

 有収水量 （㎥） 2,216,978 △ 1.5 2,250,827 △ 2.1 2,299,727 △ 1.8
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別表3 比較損益計算書
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別表4 比較貸借対照表
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別表5 経営分析表
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